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令和３年６月 23 日（水）から令和３年７月 22 日（木）までの間、社会福祉士及び

介護福祉士法施行令及び精神保健福祉士法施行令の一部を改正する政令案及び社会

福祉士及び介護福祉士法施行規則及び精神保健福祉士法施行規則の一部を改正する

省令案に関して御意見を募集したところ、99 通の御意見が寄せられました。 

お寄せいただいた御意見を整理し、それらに対する当省の考え方を以下のとおり取

りまとめましたので御報告いたします。 

なお、パブリックコメントの対象となる案件についての御意見等に対する考え方の

みを公表させていただいておりますので御了承下さい。 

今回御意見をお寄せいただいた方々の御協力に、厚く御礼申し上げます。 

整理

番号 

主な御意見の概要 御意見に対する考え方 

１ 新型コロナウイルス感染症対策

を理由に受験手数料の額を引き上

げることとしているが、感染状況

が収束した場合は受験手数料を元

に戻すのか。 

 令和４年度以降、新型コロナウイル

ス感染症の感染状況も踏まえ、試験に

おいて求められる感染症対策に要す

る費用に応じて、受験手数料の引き下

げを含む変更を検討します。 

２ 今般慢性的な福祉人材不足が課

題となっているなか、コロナ禍で

収入が減少している志望者もいる

ことを踏まえると、受験手数料の

額の引き上げは志望者の減少に繋

がりうるため、実施するべきでは

ないのではないか。 

受験手数料の引き上げではな

く、積立金の活用等、試験実施機関

の経営努力によって対応するべき

ではないか。 

社会福祉士及び介護福祉士法並び

に精神保健福祉士法において、各試験

の受験手数料の額は実費を勘案して

定めることとされています。 

令和２年度の各試験においては、新

型コロナウイルス感染症対策により

試験事務経費が受験手数料収入を大

幅に上回る状況でしたが 、積立資産

で補填することで対応しました。しか

し、今年度の試験では、積立資産が補

填できるほど十分には確保できてお

らず、また現行の受験手数料の額では



新型コロナウイルス感染症対策経費

を含む実費をまかなうことが困難で

あることから、受験手数料の額の改定

が必要となりました。ご理解を賜りた

いと存じます。 

３ 受験手数料の額の引き上げの理

由となっている新型コロナウイル

ス感染症対策にかかった費用は、

具体的にはどういったものか。試

験実施機関は諸経費について、十

分に情報公開すべきである。 

新型コロナウイルス感染症対策の

ため、令和２年度の各試験において、

以下のような経費の増加が生じてい

ます。 

 

・受験者の座席間隔確保のための試験

会場や試験室の増設とそれに伴う

試験実施要員の増員、その他諸経費

の増加 

・大学等の施設の借用が困難となった

ことから、試験会場を大学等に比べ

て借料の高い民間のイベント会場

等に変更したことによる会場借り

上げ費の増加 

・感染予防対策のため、各会場で使用

するサーモグラフィや検温器等の

借用費、消毒液やフェイスガード等

の購入費の発生 

 

受験手数料の支出経費内訳につい

ては、指定試験機関である公益財団法

人社会福祉振興・試験センターの財務

資料（正味財政増減計算書内訳表明細

表）や検査料等支出明細書に記載され

ており、当該法人のホームページにお

いて公開しております。 

 



４ 国家試験の実施回によって大幅

に受験手数料が増減することによ

り、国家試験制度の安定性・信頼性

や各回の受験生間の公平性が脅か

される可能性がある。今後は、新型

コロナウイルス感染症の流行のよ

うな不測の事態にも受験手数料の

大幅な改定を実施せずとも対応で

きるよう、安定的な国家試験の運

営を行っていただきたい。 

いただいたご意見は、今後の施策の

検討の参考とさせていただきます。 

５ 受験手数料の額について、10 円

単位ではなく 100 円単位で切り上

げて設定し、上積み分を使ってよ

り充実した新型コロナウイルス感

染症対策に充てるべきではない

か。 

各試験の受験手数料の額の改定に

より受験者の負担が過度に増大しな

いようにするため、試験事務経費を可

能な限り正確に受験手数料に反映で

きるよう、10 円単位での見直しをする

こととしました。 

６ 受験者の経済状況にあわせた受

験手数料の減免、修学資金貸付金

事業の国家試験受験対策費用の運

用等により、受験手数料負担の軽

減を図ることはできないか。 

社会福祉士及び介護福祉士法並び

に精神保健福祉士法において、各試験

の受験手数料の額は実費を勘案して

定めることとされています。 

また、介護福祉士及び社会福祉士の

養成施設修学者に対しては、国家試験

受験対策費用等を貸し付ける「介護福

祉士修学資金等貸付事業」による支援

を行っております。 

７ 社会福祉士試験のみを受験する

場合は約 3,000 円の値上げだが、

社会福祉士と精神保健福祉士を同

時に受験する場合は約 10,000 円

の値上げとなる。同時受験の場合

の負担軽減を図ることはできない

か。 

社会福祉士及び介護福祉士法並び

に精神保健福祉士法において、各試験

の受験手数料の額は実費を勘案して

定めることとされています。 

なお、社会福祉士と精神保健福祉士

の同時受験に係る受験手数料は、従来

から、両試験の受験手数料の単純な合

計に比べて4,910円低額にしていると

ころであり、今回の改定においても、



試験科目数、試験当日の時間等を勘案

し、両試験の受験手数料の単純な合計

に比べて7,150円低額となるよう算出

しております。 

８ 精神保健福祉士試験の受験手数

料の現行からの引き上げ率は、一

般受験者で 37.1％、同時受験者で

37.9％、科目免除者で 33.7％であ

るのに対して、社会福祉士試験に

ついては、一般受験者で 25.5%、同

時受験者で 20.5％、科目免除者で

24.7％の引き上げ率にとどまって

いる。受験者の立場に立つと、引き

上げ率において社会福祉士試験と

の間で格差が生じていることに十

分な納得が得られないのではない

か。 

精神保健福祉士試験の受験手数料

の額は、社会福祉士試験と同様に実費

を勘案して定めることとされており

ます。 

御理解を賜りたいと存じます。 

９ 大幅な受験手数料の改定がある

場合は、受験するかどうかの判断

材料としたいので受験手数料の公

表時期を早めてほしい。 

各試験の受験手数料の額は前年度

の実施費用を参考として算出するた

め、公表時期についてはご理解を賜り

たいと存じます。 

１０ 現状では、近隣に試験会場がな

い受験者は、受験手数料に加えて

交通費、宿泊費を負担しているた

め、受験者間の公平性という観点

から、各都道府県で試験を実施す

べきである。 

試験地を拡大することについては、

会場数の増加に伴う運営費の増額が

見込まれるため、受験手数料に影響す

ることから、慎重な検討が必要である

と考えております。 

１１ 介護福祉士養成施設での「介護

過程」は 150 時間であり、実務者

研修の「介護過程Ⅲ」は 45 時間で

あるため、両者を同列に扱うべき

ではないのではないか。 

社会福祉士介護福祉士養成施設指

定規則別表第４若しくは社会福祉士

介護福祉士学校指定規則別表第４に

定める「介護過程」は、社会福祉士介

護福祉士養成施設指定規則別表第５

若しくは社会福祉士介護福祉士学校

指定規則別表第４の２に定める「介護

過程Ⅲ」の教育内容を含むものである

と判断できることから、「介護過程」を

修めた者に、別途「介護過程Ⅲ」の履

修を求めるものではないこと等を明



確化する観点から、今般の改正案とし

ています。 

１２ 既に、養成施設ルート及び実務

経験ルートで介護福祉士試験を受

験する場合には、実技試験が免除

されることとなっている。これら

のルートではない者が「介護過程」

及び「介護過程Ⅲ」を修了し、今回

新たに実技試験の免除の対象とな

ることは想定されるのか。 

福祉系高校ルート（特例高校、平成

20 年度以前に入学した者に限る）及び

ＥＰＡルートの受験者については、実

技試験が免除されるためには介護技

術講習を修了する必要がありますが、

介護技術講習は、開催地域が限定され

ており、受講の際に宿泊を伴う移動が

必要となる方もいるため、新型コロナ

ウイルス感染症対策の観点から、そう

した移動をせず各地域で受講するこ

とが可能な介護技術講習に相当する

研修等を修了した者も実技試験の免

除の対象とするための改正であり、受

験者の方の状況に応じて、選択される

ものと考えます。 

１３ 介護技術講習の受講者数及び実

技試験の受験者数は限られている

ことから、いずれかに統合した方

が合理的ではないか。 

いただいたご意見は、今後の施策の

検討の参考とさせていただきます。 

 


